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平成 23年 4 月 4日 

各 位 

会 社 名：株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス 

代表者名：代表取締役社長 平田 竜史 

（コード番号：3272） 

問合せ先：財務部 部長 柳下 健一郎 

（TEL.03-5770-2604） 

 

大証「Ｊ－ＮＥＴ市場における自己株式取得取引」による自己株式の買付けに関するお知らせ 

 

 当社は、平成 23 年 4月 4 日開催の取締役会において、会社法第 165条第 3項の規定により読み替えて適用

される同法第 156条の規定に基づき、自己株式の具体的な取得方法について決議いたしましたので、下記の

とおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．取得の方法 

 本日（平成 23年 4月 4日）の終値（最終特別気配値段および気配値段を含む）418円で、平成 23年 4

月 5日午前 8時 45分の大阪証券取引所のＪ－ＮＥＴ市場での自己株式取得取引に関する委託を行います。

なお、その他の取引制度や取引時間への変更は行いません。 

 

２．取得の内容 

（１）取得する株式の種類  当社普通株式 

（２）取得する株式の総数  1,350,000株（上限） 

（発行済株式総数に対する割合 1.69％） 

（注 1）当該株数の変更は行いません。なお、市場動向等により、一部又は全部の取得が 

  行われない可能性もあります。 

（注 2）取得予定株式数に対当する売付注文をもって買付けを行います。 

（注 3）本件は、本日（平成 23 年 4月 4日）付けでお知らせしました「自己株式の取得に 

関するお知らせ」に関する取締役会決議に基づくものです。 

 

３．取得結果の公表 

  平成 23 年 4月 5日午前 8時 45分の取引時間終了後に取得結果を公表いたします。 

 

  【ご参考】自己株式の取得に関する取締役会決議内容（平成 23年 4 月 4日公表分） 

取得する株式の種類 当社普通株式 

取得する株式の総数 2,000,000株（上限） 

    （発行済株式総数に対する割合 2.50％） 

株式の取得価額の総額 9 億 6 千万円（上限） 

取得の期間  平成 23年 4 月 5日から平成 23 年 4月 22 日まで 
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４. 支配株主との取引等に関する事項 

本自己株式取得は、当社の支配株主である代表取締役会長佐藤茂が売り手として参加することを前

提としているため、支配株主との取引等に該当します。 

本自己株式取得決定の取締役会においては、当社が平成 22 年 11 月 8 日に開示しましたコーポレー

トガバナンス報告書にて示しております「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方

策に関する指針」に従い、支配株主と利害関係のない社外取締役 2名および社外監査役 2 名が参加し、

本自己株式取得が少数株主にとって不利益なものでない旨の審議を行っております。 

なお、当社の「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下

のとおりです。 

「当社は、法令や社内規程に基づき、必要に応じて取締役会で決議し、少数株主との取引等実施を

決定して参ります。また、当該取引について、監査役や内部監査部門が監査を行うことにより、適正

な取引が行われているかを監視し、当社ひいては少数株主の利益を害することを防止して参ります。 

支配株主との取引等に関する水準の決定については、外部の専門家の意見を踏まえ、市場価格を勘

案した一般的な取引と同等の条件といたします。」 

当社の支配株主である佐藤茂は、取引の公正性を担保するため、自己株式立会外買付取引（Ｊ－Ｎ

ＥＴ市場）を利用した自己株式取得に参加することとし、前日の株価終値（最終特別気配値段及び気

配値段を含む）での自己株式取得を実施するものであります。 

当社の代表取締役会長でもある佐藤茂は、利益相反を回避するため、交渉過程及び準備過程を含め、

当社の立場において本自己株式取得に関する審議には参加しておらず、上記取締役会における本自己

株式取得に関する議長としての議事進行並びに審議及び決議には参加しておりません。 

当社は、取締役会決議に先立ち、支配株主から独立した第三者である当社社外取締役 1名から、(1)

本自己株式取得が経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を目的としていること、(2)本自

己株式取得の交渉・準備段階から決定に至るまで利益相反回避措置がとられ、手続の公正性が担保さ

れていること、(3)Ｊ－ＮＥＴ市場における取引であるため、取引条件の公正性が担保されていること、

(4)本自己株式取得は当社の企業価値の向上に資するものと考えられること等を総合的に見て、本自己

株式取得は当社の少数株主にとって不利益なものでない旨の意見書を本日（平成 23年 4月 4日）付け

で入手しております。 

 

以 上 


